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１ 議案第５４号 足利市ふるさと応援基金条例の制定について 

ふるさと納税制度及び企業版ふるさと納税制度を活用して、本市を応援したい

という思いのもとに贈られた寄附金を適正に管理し、寄附者の思いを実現するた

めの事業に要する経費の財源に充てることを目的とする基金を設置するため、条

例を制定しようとするものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

 

 

２ 議案第５５号 足利市職員の育児休業等に関する条例及び職員の勤務時間、

休日及び休暇に関する条例の改正について 

 国家公務員の勤務条件に準じた勤務条件にするため、条例を改正しようとする

ものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

〇 新旧対照表  

 ◎足利市職員の育児休業等に関する条例【第１条関係】 

改   正   案 現       行 

(育児休業をすることができない職員) 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 非常勤職員であって、次のいずれか

に該当するもの以外の非常勤職員 

 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子（育児休業法第

２条第１項に規定する子をいう。

以下同じ。）が１歳６か月に達する

日（以下「１歳６か月到達日」と

いう。）（当該子の出生の日から第

３条の２に規定する期間内に育児

(育児休業をすることができない職員) 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1)～(3) （略） 

(4) 次のいずれかに該当する非常勤職員

以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子（育児休業法第

２条第１項に規定する子をいう。

以下同じ。）が１歳６か月に達する

日（以下「１歳６か月到達日」と

いう。）（第２条の４の規定に該当

する場合にあっては、２歳に達す



－５－ 

休業をしようとする場合にあって

は当該期間の末日から６月を経過

する日、第２条の４の規定に該当

する場合にあっては当該子が２歳

に達する日）までに、その任期

（任期が更新される場合にあって

は、更新後のもの）が満了するこ

と及び引き続いて任命権者を同じ

くする職（以下「特定職」とい

う。）に採用されないことが明らか

でない非常勤職員 

(ｲ) （略） 

  イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｱ) その養育する子が１歳に達する

日（以下「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員

が第２条の３第２号に掲げる場合

に該当してする育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日。以下(ｱ)におい

て同じ。）において育児休業をして

いる非常勤職員であって、同条第

３号に掲げる場合に該当して当該

子の１歳到達日の翌日を育児休業

の期間の初日とする育児休業をし

ようとするもの 

    (ｲ) その任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしている場

合であって、当該任期を更新され、

又は当該任期の満了後引き続いて特

定職に採用されることに伴い、当該

育児休業に係る子について、当該更

新前の任期の末日の翌日又は当該採

用の日を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとするもの 

 

 

 

 

る日）までに、その任期（任期が

更新される場合にあっては、更新

後のもの）が満了すること及び任

命権者を同じくする職（以下「特

定職」という。）に引き続き採用さ

れないことが明らかでない非常勤

職員 

 

 

 

 

(ｲ) （略） 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に

該当する非常勤職員（その養育する

子が１歳に達する日（以下この号及

び同条において「１歳到達日」とい

う。）（当該子について当該非常勤職

員がする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされ

た日）において育児休業をしている

非常勤職員に限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ その任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって、当該育児休業に

係る子について、当該任期が更新さ
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(育児休業法第２条第１項の条例で定める

日) 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1)・(2) （略） 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育する非常勤職員が、次に掲げ

る場合のいずれにも該当する場合（当

該子についてこの号に掲げる場合に該

当して育児休業をしている場合であっ

て第３条第７号に掲げる事情に該当す

るときはイ及びウに掲げる場合に該当

する場合、特別の事情がある場合にあ

ってはウに掲げる場合に該当する場

合） 当該子の１歳６か月到達日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該非常勤職員が前号に掲げる

場合に該当してする育児休業又は当

該非常勤職員の配偶者が同号に掲げ

る場合若しくはこれに相当する場合

に該当してする地方等育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日（当該育児休業の

期間の末日とされた日と当該地方等

れ、又は当該任期の満了後に特定職

に引き続き採用されることに伴い、

当該任期の末日の翌日又は当該引き

続き採用される日を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようとす

るもの 

 

(育児休業法第２条第１項の条例で定める

日) 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める日は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、当該各号に定める日とする。 

(1)・(2) （略） 

(3) １歳から１歳６か月に達するまでの

子を養育するため、非常勤職員が当該

子の１歳到達日（当該子を養育する非

常勤職員が前号に掲げる場合に該当し

てする育児休業又は当該非常勤職員の

配偶者が同号に掲げる場合若しくはこ

れに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育

児休業の期間の末日とされた日と当該

地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後の

期間においてこの号に掲げる場合に該

当してその任期の末日を育児休業の期

間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって、当該任期が更新さ

れ、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されるものにあっては、

当該任期の末日の翌日又は当該引き続

き採用される日）を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとする場

合であって、次に掲げる場合のいずれ

にも該当するとき 当該子の１歳６か

月到達日 
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育児休業の期間の末日とされた日が

異なるときは、そのいずれかの日））

の翌日（当該配偶者がこの号に掲げ

る場合又はこれに相当する場合に該

当して地方等育児休業をする場合に

あっては、当該地方等育児休業の期

間の末日とされた日の翌日以前の

日）を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとする場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職

員が前号に掲げる場合に該当してす

る育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日）

において育児休業をしている場合又

は当該非常勤職員の配偶者が当該子

の１歳到達日（当該配偶者が同号に

掲げる場合又はこれに相当する場合

に該当してする地方等育児休業の期

間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日）において地方等

育児休業をしている場合 

ウ （略） 

エ 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職

員が前号に掲げる場合に該当してす

る育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日）

後の期間においてこの号に掲げる場

合に該当して育児休業をしたことが

ない場合 

 

(育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合) 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達

するまでの子を養育する非常勤職員が、次

の各号に掲げる場合のいずれにも該当する

場合（当該子についてこの条の規定に該当

して育児休業をしている場合であって次条

第７号に掲げる事情に該当するときは第２

号及び第３号に掲げる場合に該当する場

合、特別の事情がある場合にあっては同号

に掲げる場合に該当する場合）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 当該子について、当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職

員がする育児休業の期間の末日とさ

れた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされ

た日）において育児休業をしている

場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の１歳到達日（当該配偶者が

する地方等育児休業の期間の末日と

された日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては、当該末日とさ

れた日）において地方等育児休業を

している場合 

 

 

イ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(育児休業法第２条第１項の条例で定める

場合) 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例

で定める場合は、１歳６か月から２歳に達

するまでの子を養育するため、非常勤職員

が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該

子の１歳６か月到達日後の期間においてこ

の条の規定に該当してその任期の末日を育

児休業の期間の末日とする育児休業をして

いる非常勤職員であって、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に特定職に引

き続き採用されるものにあっては、当該任

期の末日の翌日又は当該引き続き採用され

る日）を育児休業の期間の初日とする育児
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 (1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月

到達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者

がこの条の規定に該当し、又はこれに相

当する場合に該当して地方等育児休業を

する場合にあっては、当該地方等育児休

業の期間の末日とされた日の翌日以前の

日）を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合 

(2)・(3) （略） 

 (4) 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳６か月到達日後の期間におい

てこの条の規定に該当して育児休業をし

たことがない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

(育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情) 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の

条例で定める特別の事情は、次に掲げる事

情とする。 

(1)～(4) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)・(6) （略） 

(7) 任期を定めて採用された職員であっ

て、当該任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしているもの

が、当該任期を更新され、又は当該任

期の満了後引き続いて特定職に採用さ

れることに伴い、当該育児休業に係る

子について、当該更新前の任期の末日

の翌日又は当該採用の日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようと

すること。 

 

休業をしようとする場合であって、次の各

号のいずれにも該当するときとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)・(2) （略） 

 

 

 

 

 

(育児休業法第２条第１項ただし書の人事

院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間) 

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし

書の人事院規則で定める期間を基準として

条例で定める期間は、57日間とする。 

 

(育児休業法第２条第１項ただし書の条例

で定める特別の事情) 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の

条例で定める特別の事情は、次に掲げる事

情とする。 

(1)～(4) （略） 

(5) 育児休業（この号の規定に該当した

ことにより当該育児休業に係る子につ

いて既にしたものを除く。）の終了後、

３月以上の期間を経過したこと（当該

育児休業をした職員が、当該育児休業

の承認の請求の際育児休業により当該

子を養育するための計画について任命

権者に申し出た場合に限る。）。 

(6)・(7) （略） 

(8) その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤

職員が、当該育児休業に係る子につい

て、当該任期が更新され、又は当該任

期の満了後に特定職に引き続き採用さ

れることに伴い、当該任期の末日の翌

日又は当該引き続き採用される日を育

児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとすること。 
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 (育児休業法第２条第１項第１号の人事院

規則で定める期間を基準として条例で定め

る期間) 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号

の人事院規則で定める期間を基準として条

例で定める期間は、57 日間とする。 

 

 ◎職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例【第２条関係】（略） 

 

 

３ 議案第５６号 足利市職員の給与に関する条例及び足利市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例の改正について 

 職員の福利厚生に関する職員負担金の徴収に係る事務の簡素化を図るため、条

例を改正しようとするものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

〇 新旧対照表  

 ◎足利市職員の給与に関する条例【第１条関係】 

改   正   案 現       行 

第５条の２ 地方公務員法第 25 条第２項の

規定により職員の給与を支給する際控除す

ることができる掛金等は、次の各号に定め

るところによる。 

(1)～(3) （略） 

(4) 地方公務員等共済組合法（昭和 37 年

法律第 152 号）第 112 条第１項第１

号、第３号、第４号及び第５号に規定

する事業に関するもの 

(5) （略） 

第５条の２ 地方公務員法第 25 条第２項の

規定により職員の給与を支給する際控除す

ることができる掛金等は、次の各号に定め

るところによる。 

(1)～(3) （略） 

 

 

 

 

(4) （略） 

 

◎足利市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例【第２条関係】 

改   正   案 現       行 

 (会計年度任用職員の給与)  (会計年度任用職員の給与) 
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第２条 （略） 

 

第２条の２ 地方公務員法第 25 条第２項の

規定により職員の給与を支給する際控除す

ることができる掛金等は、次の各号に定め

るところによる。 

(1) 足利市職員共済組合が契約を締結す

る団体取扱の生命保険料及びその他の

徴収金 

(2) 地方公務員等共済組合法（昭和 37 年

法律第 152 号）第 112 条第１項第１

号、第３号、第４号及び第５号に規定

する事業に関するもの 

(3) その他市長が特に必要と認めたもの 

第２条 （略） 

 

 

４ 議案第５７号 足利市手数料条例の改正について 

 長期優良住宅の普及の促進に関する法律等の改正等に伴い、申請手数料を追加

し、及び一部表記を変更するため、条例を改正しようとするものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

第 227 条（手数料） 

〇 新旧対照表 （略） 

 

 

５ 議案第５８号 令和４年度足利市一般会計補正予算（第４号）について 

令和４年度足利市一般会計予算を補正するため、議会の議決を求めるものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第 218 条（補正予算、暫定予算等） 

 

（予算説明書別冊のとおり） 
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６ 議案第５９号 足利市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例の

制定について 

国が制定した、いわゆる「デジタル手続法」の趣旨にのっとり、本市における

情報通信技術を活用した行政の推進に関する基本原則を定めるとともに、条例、

規則等に基づく申請、届出等の行政手続について、オンライン化を原則とする等

のため、条例を制定しようとするものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

 

 

７ 議案第６０号 財産の取得について 

化学消防ポンプ自動車（Ｉ型）１台を購入することについて、議会の議決を求

めるものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法施行令 第 121 条の２（地方自治法第９６条第１項第５号及び第

８号に規定する基準） 

○ 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

第３条（議会の議決に付すべき財産の取得又は処分） 

○ 取得財産の概要 

  １ 消防車両専用シャシ 

  ２ 四輪駆動車４ドア・ダブルキャブ型  乗車定員５名以上 

  ３ ディーゼルエンジン（240ps 以上） 

  ４ ポンプ性能Ａ２級 

  ５ 消防用電装品 一式 

 

 

８ 議案第６１号 足利市長及び足利市議会議員の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の改正について 

 公職選挙法施行令の一部を改正する政令の施行に伴い、選挙運動用自動車の使
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用等の公営に要する経費に係る限度額を引き上げるため、条例を改正しようとす

るものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

〇 新旧対照表  

改   正   案 現       行 

(選挙運動用自動車の使用の公費負担額及

び支払手続) 

第４条 足利市は、候補者（前条の規定によ

る届出をした者に限る。）が同条の契約に

基づき当該契約の相手方である一般乗用旅

客自動車運送事業者その他の者（以下「一

般乗用旅客自動車運送事業者等」とい

う。）に支払うべき金額のうち、次の各号

に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額

を、第２条ただし書に規定する要件に該当

する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車

運送事業者等からの請求に基づき、当該一

般乗用旅客自動車運送事業者等に対して支

払う。 

(1) （略） 

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契約

である場合 次に掲げる区分に応じ、

それぞれに定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借

入れ契約である場合 当該選挙運動

用自動車（同一の日において選挙運

動用自動車の借入れ契約により２台

以上の選挙運動用自動車が使用され

る場合には、当該候補者が指定する

いずれか１台の選挙運動用自動車に

限る。）のそれぞれにつき、選挙運動

用自動車として使用された各日につ

いてその使用に対し支払うべき金額

（当該金額が 16,100 円を超える場合

には、16,100 円）の合計金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃

料の供給に関する契約である場合 

当該契約に基づき当該選挙運動用自

動車に供給した燃料の代金（当該選

挙運動用自動車（これに代わり使用

(選挙運動用自動車の使用の公費負担額及

び支払手続) 

第４条 足利市は、候補者（前条の規定によ

る届出をした者に限る。）が同条の契約に

基づき当該契約の相手方である一般乗用旅

客自動車運送事業者その他の者（以下「一

般乗用旅客自動車運送事業者等」とい

う。）に支払うべき金額のうち、次の各号

に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額

を、第２条ただし書に規定する要件に該当

する場合に限り、当該一般乗用旅客自動車

運送事業者等からの請求に基づき、当該一

般乗用旅客自動車運送事業者等に対して支

払う。 

(1) （略） 

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契約

である場合 次に掲げる区分に応じ、

それぞれに定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借

入れ契約である場合 当該選挙運動

用自動車（同一の日において選挙運

動用自動車の借入れ契約により２台

以上の選挙運動用自動車が使用され

る場合には、当該候補者が指定する

いずれか１台の選挙運動用自動車に

限る。）のそれぞれにつき、選挙運動

用自動車として使用された各日につ

いてその使用に対し支払うべき金額

（当該金額が 15,800 円を超える場合

には、15,800 円）の合計金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃

料の供給に関する契約である場合 

当該契約に基づき当該選挙運動用自

動車に供給した燃料の代金（当該選

挙運動用自動車（これに代わり使用
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される他の選挙運動用自動車を含

む。）が既に前条の届出に係る契約に

基づき供給を受けた燃料の代金と合

算して、7,700 円に当該候補者につ

き法第 86 条の４第１項、第２項、第

５項、第６項又は第８項の規定によ

る候補者の届出のあった日から当該

選挙の期日の前日までの日数を乗じ

て得た金額に達するまでの部分の金

額であることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの

申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。） 

ウ （略） 

 

(選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び

支払手続) 

第５条の４ 足利市は、候補者（前条の規定

による届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方である選挙運

動用のビラの作成を業とする者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作成され

た選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価

（当該作成単価が７円 73 銭を超える場合

には、７円 73 銭とする。）に当該選挙運動

用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて法

第 142 条第１項第６号に定める枚数の範囲

内のものであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額を、第５条の２後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要

件に該当する場合に限り、当該ビラの作成

を業とする者からの請求に基づき、当該ビ

ラの作成を業とする者に対して支払う。 

 

(選挙運動用ポスターの作成の公費負担額

及び支払手続) 

第８条 足利市は、候補者（前条の規定によ

る届出をした者に限る。）が同条の契約に

基づき当該契約の相手方であるポスターの

作成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該

作成単価が、541 円 31 銭に掲示場の数を

乗じて得た金額に 316,250 円を加えた金額

を掲示場の数で除して得た金額（１円未満

の端数がある場合には、その端数は１円と

する。以下「単価の限度額」という。）を

される他の選挙運動用自動車を含

む。）が既に前条の届出に係る契約に

基づき供給を受けた燃料の代金と合

算して、7,560 円に当該候補者につ

き法第 86 条の４第１項、第２項、第

５項、第６項又は第８項の規定によ

る候補者の届出のあった日から当該

選挙の期日の前日までの日数を乗じ

て得た金額に達するまでの部分の金

額であることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの

申請に基づき、委員会が確認したも

のに限る。） 

ウ （略） 

 

(選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び

支払手続) 

第５条の４ 足利市は、候補者（前条の規定

による届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方である選挙運

動用のビラの作成を業とする者に支払うべ

き金額のうち、当該契約に基づき作成され

た選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価

（当該作成単価が７円 51 銭を超える場合

には、７円 51 銭とする。）に当該選挙運動

用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて法

第 142 条第１項第６号に定める枚数の範囲

内のものであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの申請に

基づき、委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額を、第５条の２後段にお

いて準用する第２条ただし書に規定する要

件に該当する場合に限り、当該ビラの作成

を業とする者からの請求に基づき、当該ビ

ラの作成を業とする者に対して支払う。 

 

(選挙運動用ポスターの作成の公費負担額

及び支払手続) 

第８条 足利市は、候補者（前条の規定によ

る届出をした者に限る。）が同条の契約に

基づき当該契約の相手方であるポスターの

作成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙運動

用ポスターの１枚当たりの作成単価（当該

作成単価が、525 円６銭に掲示場の数を乗

じて得た金額に 310,500 円を加えた金額を

掲示場の数で除して得た金額（１円未満の

端数がある場合には、その端数は１円とす

る。以下「単価の限度額」という。）を超
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超える場合には、当該単価の限度額）に当

該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候

補者を通じて掲示場の数の範囲内のもので

あることにつき、委員会が定めるところに

より、当該候補者からの申請に基づき委員

会が確認したものに限る。）を乗じて得た

金額を、第６条後段において準用する第２

条ただし書に規定する要件に該当する場合

に限り、当該ポスターの作成を業とする者

からの請求に基づき、当該ポスターの作成

を業とする者に対して支払う。 

える場合には、当該単価の限度額）に当該

選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補

者を通じて掲示場の数の範囲内のものであ

ることにつき、委員会が定めるところによ

り、当該候補者からの申請に基づき委員会

が確認したものに限る。）を乗じて得た金

額を、第６条後段において準用する第２条

ただし書に規定する要件に該当する場合に

限り、当該ポスターの作成を業とする者か

らの請求に基づき、当該ポスターの作成を

業とする者に対して支払う。 

 

 

９ 議案第６２号 令和４年度足利市介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予算

（第１号）について 

令和４年度足利市介護保険特別会計予算を補正するため、議会の議決を求める

ものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第 218 条（補正予算、暫定予算等） 

 

（予算説明書別冊のとおり） 

 

 

10 議案第６３号 足利市斎場条例の改正について 

 新斎場整備に係る仮設斎場の稼働等に伴い、所要の規定を整備するため、条例

を改正しようとするものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

〇 新旧対照表  

 ◎ 足利市斎場条例【第１条関係】 

改   正   案 現       行 

（用語の意義） （用語の意義） 
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第４条 この条例において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) （略） 

 

 

(2) （略） 

 

 

 (3) （略） 

 

（利用時間） 

第４条の２ 斎場の利用時間は、午前８時４

５分から午後５時１５分までとする。ただ

し、市長は、必要があると認めるときは、

当該利用時間を変更することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （休場日） 

第４条の３ 斎場の休場日は、１月１日及び

１月２日とする。ただし、市長は、必要があ

ると認めるときは、臨時に開場し、又は休場

することができる。 

 

 （以下略） 

第４条 この条例において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) （略） 

(2) 式場 葬儀及びその他これに類する

行事を行う施設 

(3) （略） 

(4) 霊安室 遺体を一時的に安置する施 

設 

(5) （略） 

 

（利用時間） 

第４条の２ 斎場の利用時間は、午前９時か

ら午後５時までとする。ただし、通夜によ

り利用する場合の利用時間は、次の各号に

掲げる区分に応じ当該各号に定める時間と

する。 

(1) 第１式場を終夜にわたり利用すると

き 午後５時 30 分から翌日の午前９時

まで 

(2) 第２式場を終夜にわたり利用すると

き 午後５時 30 分から翌日の午前 10

時まで 

(3) 前２号以外のとき 午後５時 30 分か

ら午後８時 30 分まで 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、必要

があると認めるときは、同項に規定する利

用時間を変更することができる。 

 

 （休場日） 

第４条の３ 斎場の休場日は、１月１日とす

る。ただし、市長は、必要があると認めると

きは、臨時に開場し、又は休場することがで

きる。 

 

 （以下略） 

 

◎ 足利市斎場条例【第２条関係】 

改   正   案 現       行 

（目的） 

第１条 この条例は、火葬、葬儀その他これ

に類する行事を行う施設として本市が設置

する斎場（以下「斎場」という。）の管理

及び運営に関し必要な事項を定めることを

目的とする。 

（目的） 

第１条 この条例は、火葬、葬儀その他これ

に類する行事を行う施設として本市が設置

する斎場（以下「斎場」という。）の管理

及び運営並びに霊柩自動車の運行に関し必

要な事項を定めることを目的とする。 
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（用語の意義） 

第４条 この条例において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1)・(2) （略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（利用の許可） 

第５条 斎場の施設及び設備（以下「施設

等」という。）を利用しようとする者は、

あらかじめ市長の許可を受けなければなら

ない。許可を受けた事項を変更しようとす

るときも、同様とする。 

２・３ （略） 

 

（以下略） 

 

（用語の意義） 

第４条 この条例において次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1)・(2) （略） 

 (3) 霊柩自動車 道路運送法（昭和 26 年

法律第 183 号）第４条の規定による国

土交通大臣の許可を受けて霊柩を運送

する自動車 

 

（霊柩自動車の運行時間等） 

第４条の４ 霊柩自動車の運行時間等につい

ては、前２条の規定を準用する。 

 

（利用の許可） 

第５条 斎場の施設及び設備並びに霊柩自動

車（以下「施設等」という。）を利用しよ

うとする者は、あらかじめ市長の許可を受

けなければならない。許可を受けた事項を

変更しようとするときも、同様とする。 

２・３ （略） 

 

（以下略） 

 

 

11 議案第６４号 令和４年度足利市水道事業会計補正予算（第２号）について 

12 議案第６５号 令和４年度足利市工業用水道事業会計補正予算（第１号）に

ついて 

13 議案第６６号 令和４年度足利市下水道事業会計補正予算（第１号）について 

 それぞれ令和４年度の予算を補正するため、議会の議決を求めるものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第 218 条（補正予算、暫定予算等） 

○ 地方公営企業法 第２４条（予算） 

第２５条（予算に関する説明書） 

 

（予算説明書別冊のとおり） 
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14 議案第６７号 足利市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例

の改正について 

 足利佐野都市計画地区計画の変更に伴い、地区計画の区域内における建築物の

制限を追加するため、条例を改正しようとするものである。 

（議決の根拠） 

〇 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

〇 地方自治法 第２条（地方公共団体の法人格とその事務） 

第１４条（条例の制定及び罰則） 

〇 新旧対照表 （略） 

 

 

15 議案第６８号 令和３年度足利市一般会計決算について 

16 議案第６９号 令和３年度足利市介護保険特別会計（保険事業勘定）決算に

ついて 

17 議案第７０号 令和３年度足利市国民健康保険特別会計（事業勘定）決算に

ついて 

18 議案第７１号 令和３年度足利市後期高齢者医療特別会計決算について 

19 議案第７２号 令和３年度足利市太陽光発電事業特別会計決算について 

20 議案第７３号 令和３年度足利市（仮称）あがた駅北産業団地開発事業特別

会計決算について 

令和３年度足利市各会計決算について、法の定めるところにより監査委員の審

査に付したので、その意見を付けて、議会の認定に付するものである。 

（議決の根拠） 

○ 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

○ 地方自治法 第 233 条（決算） 

 

（決算説明書別冊のとおり） 

 

 

21 議案第７４号 令和３年度足利市水道事業会計利益の処分及び決算について 

22 議案第７５号 令和３年度足利市工業用水道事業会計利益の処分及び決算に

ついて 

23 議案第７６号 令和３年度足利市下水道事業会計利益の処分及び決算について 
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令和３年度足利市水道事業会計、工業用水道事業会計及び下水道事業会計にお

ける利益の処分について議決を求めるとともに、当該決算について監査委員の審

査に付したので、その意見を付けて、議会の認定に付するものである。 

（議決の根拠） 

○ 地方自治法 第９６条（議決事件） 

（参照事項） 

○ 地方公営企業法 第３０条（決算） 

     第３２条（剰余金の処分等） 

 

（決算説明書別冊のとおり） 

 

 

24 報告第１６号 市長専決処分事項報告について 

地方自治法第180条第１項の規定によって指定された議会の委任による事項

（法律上市の義務に属する１件200万円以下の損害賠償の額の決定及び和解）に

ついて専決処分したので、同条第２項の規定により、報告するものである。 

（報告の根拠） 

○ 地方自治法 第 180 条（議会の委任による専決処分） 

（参照事項） 

○ 地方自治法 第９６条（議決事件） 

 

 

25 報告第１７号 市長専決処分事項報告について 

地方自治法第180条第１項の規定によって指定された議会の委任に基づき、市

営住宅建物明渡請求事件の調停に代わる決定について専決処分したので、同条第

２項の規定により、報告するものである。 

（報告の根拠） 

○ 地方自治法 第 180 条（議会の委任による専決処分） 

（参照事項） 

○ 地方自治法 第９６条（議決事件） 

○ 民事調停法 第１７条（調停に代わる決定） 

第１８条（異議の申立て） 

第２０条（付調停） 
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26 報告第１８号 令和３年度足利市土地開発公社の経営状況を説明する書類に

ついて 

27 報告第１９号 令和３年度公益財団法人足利市みどりと文化・スポーツ財団の

経営状況を説明する書類について 

28 報告第２０号 令和３年度公益財団法人足利市民文化財団の経営状況を説明

する書類について 

29 報告第２１号 令和３年度公益財団法人栃木県南地域地場産業振興センターの

経営状況を説明する書類について 

それぞれ令和３年度の事業の決算に関する書類を提出するものである。 

（提出の根拠） 

○ 地方自治法 第 243 条の３（財政状況の公表等） 

（参照事項） 

○ 地方自治法 第 221 条（予算の執行に関する長の調査権等） 

○ 地方自治法施行令 第 152 条（普通地方公共団体の長の調査等の対象となる

法人等の範囲） 

第 173 条の２（法人の経営状況等を説明する書類） 

 

（事業報告及び決算書別冊のとおり） 


